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＜要 約＞ 


























The Revised Part-time Work Act and the Principle of 
 Equal or Balanced Treatment between Regular and Part-time Workers 
 












 しかしながら、この 20 年間で、パートをはじめとする非正規労働者の置かれている状況
は大きく変化している。総務省統計局「労働力調査」によると、1989 年から 2009 年の 20
年間で雇用者数（役員を除く）は 817 万人増加している。内訳は正規労働者 66 万人の減尐
に対し、非正規労働者は882万人の大幅な増加となっている。非正規労働者の増加の内訳は、
男性 283万人に対し、女性は 599万人と 7割近くは女性の増加によるものである。今や全雇















雇用管理研究会」（1998年 12月～2000年 4月）、②「パートタイム労働研究会」（2001年 3
月～2002年 7月）、③労働政策審議会雇用均等分科会（2002年 9月～2003年 3月）④労働
政策審議会雇用均等分科会（2006年 7月～同年 12月）で、パートタイム労働政策の方向性
についての議論は続いていた。 



























































総務省統計局「労働力調査」によると、1989 年から 2009 年の 20 年間で雇用者（役員を
除く）は 817万人増加している。うち正規は 66万人の減尐、非正規は 882万人の大幅な増
加になっている。その結果、全雇用者に占める非正規の割合は、19.1％から 33.4％へと大幅
に拡大している。非正規の中で最も大きな割合を占めているパートについては、この 20 年




ートの有効求人倍率も、2009年には 0.77を記録し、この 20年間で初めて 1.0を切る状況に
なっている。 
パートの属性あるいは働き方についても、この 20年間でいくつかの変化がおきている。 
まず第 1に、パートの年齢層の変化である。女性の場合、もともと 35歳から 54歳層が主
流で、その割合は 1989年には 71.4％（315万人）を占めていたが、2009年にはその割合は
54.2％（388万人）にまで低下している。代わって 55歳以上層が 55万人から 211万人へと
156万人増加し、全体の 29.4％を占めるまでに拡大している。また 15～34歳層も 71万人か
ら 118万人へと 47万人増加している。男性の場合は、もともと 55歳以上層が最も大きな割
合を占めているが、20 年間でその数は 41 万人増加し、男性のパート全体に占める割合も
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53.9％から 2009 年には 67.1％を占めるまでに拡大し、男性パートはこの年齢層の働き方に
なってきている。また 34歳までの若年層もこの間に 13万人増加し、男性パートの 21.9％を
占めるまでになっている。かくして、この 20年間で 55歳以上層の大幅な拡大とこれまであ
まり見られなかった若年層の増加が明らかとなった。 





























































8割程度 24.4％、次いで 7割程度 19.9％であった。 
次いで、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」により、一般労働者とパート労働者の 1時
間あたりの所定内給与額を比較してみると、一般の男女を各々100とすると、2008年、男性
のパートは 53.3、女性のパートは 70.3 で、男性のほうの格差が大きいことが分かる。さら
に男性の一般を 100 とすると女性のパートは 48.5 と半分以下で、女性のパートは、性と雇
用形態による二重の差別を受けていることになる。最近約 20 年間の推移についてみてみる




年時点で、女性のパートの 53.5％は 99万円以下、84.5％は 149万円以下の層である。一方、
男性のパートは、99 万円以下は 29.9％、149 万円以下は 61.2％で、両者ともかなり低い水
準に依然として分布が集中していることが分かる。 
さらに諸手当についてみてみると、90 年調査では、「A パート」の場合、生活関連手当の
支給状況は、通勤手当 63.7％、家族手当 2.4％、住宅手当 1.5％、職務関連の役職手当 3.6％




















いるのは 23.8％と、約 4 分の 1 前後の加入状況であったが、05 年調査では、雇用保険に加
入しているのは 79.2％、公的年金等への加入については 56.1％と大幅に改善されている。 
 福利厚生制度の適用状況については、1995 年調査では、「パート」の場合、慶弔見舞金
58.2％、社員旅行 53.0％、社内レクレーション施設・行事の参加 52.0％、定期健康診断 47.4％、
会社の親睦会への加入 38.6％、保養施設の利用 20.6％等となっている。「その他」では、定
期健康診断 67.7％、社内レクレーション施設・行事の参加 61.6％、慶長見舞金 61.5％、社
員旅行 57.7％、親睦会への加入 48.9％等となっていた。このような状況に対し、05 年調査
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 今回の改正法のポイントについては、以下の 5点があげられる。 
① 労働条件の文書交付および明示義務（第 6条） 






明示を義務付けた。すなわち、労働基準法第 15 条第 1 項に規定されている厚生労働省令で
定める事項以外のものであっても、「特定事項」として、文書の交付等による明示が義務付け
られた。「特定事項」とは、「昇給の有無」、「退職手当の有無」、「賞与の有無」の 3点である。
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それ以外のものについては、できるだけ文書の交付等により明示することが望ましいとして、
努力義務とされた。 




























◎……短時間労働者であることによる差別的取扱いの禁止   〇……実施義務・配慮義務 
□……同一の方法で決定する努力義務   △……職務の内容、成果、意欲、能力、経験等を勘案する努力義務 
厚生労働省「パートタイム労働法の概要」 
 
③ 通常の労働者への転換の促進（第 12条） 
 パートタイム労働者を通常の労働者へ転換するために、事業主は以下のいずれかの措置を




























1  正社員化の取り組み 
 「改正パート法」の施行に対する企業の取組として注目されたのは、パートへの依存度が
高い流通業や金融業を中心に導入された正社員化の取り組みである。 




入の背景には、パートや契約社員の離職率の高さが挙げられている。2006 年、入社 1 年目
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 給食・カラオケ大手のシダックスも、2008年 3月末、パートとアルバイトの約 2％に当た
る 500人を正社員化した 2) 。 






りそな銀行も 2008年 1月、「コミュニケーションスタッフ」を創設し、パートから 50人
を昇格させた。同行のパート比率は 5割を超えており、今後 2年間で 300人以上を昇格させ
正社員への転換を進める。そのほかにも、横浜銀行は、2008 年 4 月より正社員登用制度を
導入した。同行は従業員の半数をパート（約 4千人）が占めており、優秀な人材を確保する
狙いがある。勤続 3年以上を対象に年 2回の面接試験などを経て正社員へ登用している。 
また 2007年 12月、三井住友海上火災が保険業界では初めて、パート（呼称ジョブパート













大の流れの中で、新たな制度の導入に踏み切った。導入後 1 年が経過した時点で、6 人の店
長を含め約 2050 人の地域限定正社員が誕生している。転居を伴う転勤がないため約 6 割が





に導入した 7) 。吉野家では、2008年 6月より、パートを転勤のない地域限定正社員にする制








3  コープネットの事例 9) 
(1) 「新パート人事制度」の導入 
 コープネット事業連合（略称：コープネット）は、1992 年、いばらき、とちぎ、ぐんま、







人、パート比率は 78.9％である。コープとうきょうは、正規 1334 人に対しパートは 4208
人、パート比率は 75.9％である。業態別では特に店舗のパート比率が高く、とうきょうは
89.7％、さいたまは 90.7％にも達している。 
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ている。前者は、1日 7時間、週 12時間以上 35時間以内、契約期間は上限 1年（契約更新・
雇い止め年齢有）、後者は、1日 7時間 30分、週 30時間以上 37時間 30分以内、契約期間
は上限 1年（契約更新・雇い止め年齢有）という働き方である。さいたまコープの場合、一
般パート 3268 人に対し、キャリアパートは 249 人で全パートの 7.1％を占めている。コー
プとうきょうでは、一般パート 4072 人に対し、キャリアパートは 136人、パート全体のわ
ずか 3.2％にしか過ぎない。さらに一般パートは、社会保険に加入している長時間型と加入
していない短時間型に分かれる。両者の比率は、両生協合わせたデータであるが、長時間型




























正 規 職 員 







し、候補者訓練（各業態ごとに 2 ヶ月～6 ヶ月）を行い、一定レベルに達した時点で、任用
試験（筆記、実技、面接）を実施し、合格者を出すという流れである。合否は、総合判断に
より行われ、合格者は、人事通達で職位通達が行われることになっている。 
 パートの店舗における L・M 階層（キャリアパート）の職位としては、L1 はミニコープ
店長、部門チーフ、ストアリーダー、L2 はミニコープ店長、部門チーフ、OJT 専任トレー
ナー、M1 はミニコープ店長、ミニコープ地区担当、SMV 型副店長である（図表 4 参照）。
これらの職位には正規職員も配置されており、正規職員の L5・Ｌ6はミニコープ店長、リー
ダー、M1 は SM 副店長、ミニコープ地区担当、ミニコープ店長で、これらの職位はキャリ
アパートと完全に職務が重なっている。 
ところで、さいたまコープ、コープとうきょうの店舗は、SMⅤ型（年商 18 億・20 億モ
デルと年商 14 億・16 億モデル））、SMⅢ型（年商 12 億・14 億モデル）及びミニコープ店














合格者を登用している。応募資格は、①生協に 1 年以上勤務し、応募時満 50 歳未満、所属
事業所長の推薦を受けられる、②定期健康診断で健康上の問題がないこと、③正規職員とな
った場合、事業所・業態間の異動に対応できることとなっている。コープとうきょうの場合、
2008 年度キャリアパートより 9 人、2009 年度同 7 人、2010 年度は同 1 人と一般パートか

































 基本給部分の基本時給は、全職種・職位同一金額で現在 760円、新制度に移行された 2007
年度 750 円より 10 円引き上げられている。職種技能時給は、業態ごとの職種に対して設定
されており、さらに 1年ごとに全員を対象に実施される習熟評価によって、各等級はさらに 
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1～4号に格付けされ、1号は 0円、2号は 10円、3号は 20円、4号は 30円の習熟給が加算
されている（図表 4 参照）。これまで習熟給は 4 号が上限であったため、パートから見直し
の要求が強かったが、2010 年春闘で、J1 等級４号俸の上限改定が 2010 年度下期より始ま
る人事制度見直しの中で検討されることになった。役割時給は、キャリアパーである L1、
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割発揮期として位置づけられ、年齢や家族などの個人的属性のない、役割に対応した賃金体












均月収は 78,435円、L・M階層の場合、平均 1386円、平均月収は 241,164円である。さら
に、職位による違いを見てみると、パートのミニコープ店長（L2）の場合は、基本時給 760
円に役割時給 550 円、職種技能時給 100 円が加わり、平均時給は 1410 円、月例賃金（160
時間換算）225,600 円、店舗部門リーダー（L1）の場合、基本時給 760 円、役割時給 450



























本人の結婚休暇（正規は連続 7 日であるのに対し、パートは連続 5 日）、忌引休暇（正規配




























































＊本稿は、社会政策学会第 120回全国大会（早稲田大学 2010年 6月開催）非定型部会分科会（コーデ
ィネーター兼報告者）での報告をもとにまとめたものである。 
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注 
1） 「日本経済新聞」2007年 7月 4日、「日経流通新聞」2008年 2月 27日、同 3月 26日、「日経産
業新聞」2010年 1月 13日、「労政時報」第 3734号（2008年 9月） 
2） 「日本経済新聞」2008年 10月 23日。 
3） 「日本経済新聞」2008年 1月 14日、同 2008年 4月 6日。 
4） 「日経速報ニュースアーカイブ」2007年 12月 4日。 
5） 「日本経済新聞」2008年 1月 14日。 
6） 「日本経済新聞」2007年 4月 1日、同 2008年 6月 23日、同 200９年 1月 20日、 
   「日経流通新聞」2008年 3月 26日。 
7） 「日本経済新聞」2007年 1月 29日。 














（平成 22年 10月 22日受付、平成 22年 12月 10日再受付） 
 
 
 
